
　（趣旨）

第１条　この規則は、社会福祉法人同仁会就業規則（以下「就業規則」という。）第33条の

　２の規定に基づき、職員の不妊治療のため休暇、休業の取得並びに短時間勤務を行う場合

　の取扱いに関し、必要な事項を定める。

　（対象者）

第２条　就業規則第３条に規定する職員（嘱託職員を除く）で不妊治療を受ける職員を対象

　とする。

　（休暇制度）

第３条　職員が不妊治療のための休暇を申し出たときは、日または時間を単位として、年間

　５日（体外受精及び顕微授精に係るものである場合は、10日）以内で休暇を与える。

２　休暇の取得を希望する職員は、原則として不妊治療休暇開始予定日の２週間前までに、

　不妊治療休暇申出書（様式第１号）を、管理規則第13条第２項に規定する常任役員にあっ

　ては社会福祉法人同仁会理事長に、同規則第８条第２項に規定する経営役員にあっては同

　規則同条第３項に規定する代表経営役員に、それ以外の職員は同規則第５条第１項に規定

　する施設長、同規則同条第４項に規定するゆうゆう館長又は同規則第11条第２項に規定す

　る事務長（以下「施設長等」という。）に提出することにより申し出るものとする。　

３　施設長等は、不妊治療休暇申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提

　出を求めることがある。

　（休業制度）

第４条　職員が不妊治療のための休業を申し出たときは、休業開始日の属する年度から起算

　して５年度の期間において、最長１年間を限度に休業することができる。

２　休業の取得を希望する職員は、原則として不妊治療休業開始予定日の１ヶ月前までに、

　不妊治療休業申出書（様式第２号）を、施設長等に提出することにより申し出るものとす

　る。この場合、休業中の契約職員が雇用契約を更新するに当たり、引き続き休業を希望す

　る場合には、更新された雇用契約期間の初日を不妊治療休業開始予定日として、不妊治療

　休業申出書により再度の申出を行うものとする。

３　医師の見立てより早い妊娠または治療の中止等の事由により、申し出た期間の終了前に

　不妊治療を要しなくなった場合は、遅滞なく施設長等に申し出ることとし、休業終了日の

　繰上げ変更を行うこととする。

４　施設長等は、不妊治療休業申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提

　出を求めることがある。

　（短時間勤務制度）

第５条　職員が不妊治療のため短時間勤務を申し出たときは、就業規則第27条の所定労働時

　間について、１日につき２時間以内の時間を短縮して勤務することができる。
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２　不妊治療のため短時間勤務を希望する職員は、原則として短時間勤務開始予定日の２週

　間前までに、不妊治療短時間勤務申出書（様式第３号）を、施設長等に提出することによ

　り申し出るものとする。

３　医師の見立てより早い妊娠または治療の中止等の事由により、申し出た期間の終了前に

　不妊治療を要しなくなった場合は、遅滞なく施設長等に申し出ることとし、短時間勤務の

　終了日の繰上げ変更を行うこととする。

４　施設長等は、不妊治療短時間勤務申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明

　書の提出を求めることがある。

　（不妊治療に関するハラスメントの防止）

第６条　すべての職員は、前条までに規定する制度の申出・利用に関して、当該申出・利用

　する職員の就業環境を害する言動を行ってはならない。

２　前項に規定する言動を行ったと認められる職員に対しては、就業規則第50条及び第51条

　に基づき、厳正に対処する。

　（給与等の取扱い）

第７条　基本給その他の月毎に支払われる給与の取扱いは、各号のとおりとする。

　(1) 不妊治療のため休暇を取得した期間及び短時間勤務制度の適用を受けた期間について

　　は、勤務しなかった日及び時間に相当する額を控除した額を支給する。この場合、給与

　　の算定は社会福祉法人同仁会給与規則（以下「給与規則」という。）第６条第２項の規

　　定による。

　(2) 不妊治療のため休業した期間については、社会保険料（労働保険料を含む。）被保険

　　者負担相当額を支給する。この場合、月の途中に不妊治療休業を開始し、又は不妊治療

　　休業を終了した場合の当該月の給与については、給与規則第６条第２項の規定により算

　　出した額と社会保険料被保険者負担相当額と比較して、多い額を給与として支給する。

２　期末手当及び勤勉手当については、給与規則第18条及び第19条の規定による。

３　定期昇給は、不妊治療休業の期間中は行わないものとし、復職後の昇給については、給

　与規則第５条第５項の規定を適用する。

４　退職手当の算定にあたっては、社会福祉施設職員退職手当共済法及び茨城県民間社会福

　祉施設職員退職手当支給制度の規定による。

　（年次有給休暇）

第８条　年次有給休暇の権利発生のための出勤率の算定に当たっては、不妊治療休業をした

　日は出勤したものとみなす。

　

　　　付　則

　この規則は、令和６年７月１日から施行する。



様式第１号

　　年　　月　　日

（施設長等） 様

施設等名

氏　　名

　社会福祉法人同仁会不妊治療休暇等に関する規程第３条の規定に基づき、下記のとおり不妊治

療休暇の申出をします。

(注)　一般不妊治療の場合は５日間、生殖補助医療の場合は１０日間が上限です。

　　　時間単位で取得する場合は、上記日数に所定労働時間を乗じた時間数が上限です。

(注)　不妊治療連絡カードを添付してください。

受　　　理
受理日 　　　 年　 月　 日

理事長 経営役員 施設長 主任 係

事務局
　　　 年　 月　 日

連絡日

不　妊　治　療　休　暇　申　出　書

記

　　　　年　　　月　　　日

一般不妊治療　　・　　生殖補助医療　

不妊治療休暇
の申出日

（休暇日及び時間を記入してください）　〇月〇日　△時から□（休暇時間○時間）

不妊治療の実施（予定）時期

不妊治療の内容



様式第２号

　　年　　月　　日

（施設長等） 様

施設等名

氏　　名

　社会福祉法人同仁会不妊治療休暇等に関する規程第４条の規定に基づき、下記のとおり不妊治

療休業の申出をします。

(注)　契約職員が規程第４条第２項の後段を申出する場合は、休業の期間のみを記入してください。　

(注)　不妊治療連絡カードを添付してください。

受　　　理
受理日 　　　 年　 月　 日

理事長 経営役員 施設長 主任 係

不妊治療休業
の　期　間

　　　　　年　　月　　日  から　　　年　　月　　日まで

　　　　　　（職場復帰予定日　　　　年　　月　　日）

事務局
　　　 年　 月　 日

連絡日

不　妊　治　療　休　業　申　出　書

記

不妊治療の実施（予定）時期 　　　　年　　　月　　　日



様式第３号

　　年　　月　　日

（施設長等） 様

施設等名

氏　　名

　社会福祉法人同仁会不妊治療休暇等に関する規程第５条の規定に基づき、下記のとおり不妊治

療のための短時間勤務の申出をします。

　　　　　年　　月　　日  から　　　年　　月　　日まで

　　　出勤時間を　　時間　　分遅らせる

　　　退勤時間を　　時間　　分早める

　　　□毎日　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

(注)　不妊治療連絡カードを添付してください。

受　　　理
受理日 　　　 年　 月　 日

理事長 経営役員 施設長 主任 係

短時間勤務
の期間

事務局
　　　 年　 月　 日

連絡日

不　妊　治　療　短　時　間　勤　務　申　出　書

記

不妊治療の実施（予定）時期 　　　　年　　　月　　　日


